
 

 

 

 

 

 

  

 

 

“ひとりでも働く職場に労働保険” 

11月は「労働保険未手続事業一掃強化期間」です！ 

～労働者を一人でも雇用する事業主は成立手続きを行う義務があります～ 

 

 正社員、パート、アルバイトなどの名称や雇用形態にかかわらず、労働者を一人でも

雇っていれば適用事業となり、事業主は成立手続を行い、労働保険料を納付しなければ

なりません。  

成立手続きを怠った場合、事業主は遡って労働保険料及び追徴金のほか、労働災害が

発生した場合には保険給付に要した費用の全部又は一部が徴収され、また雇用関係助成

金が受給できない可能性があります。  

大阪労働局（局長  志村  幸久）では、１１月の「労働保険未手続事業一掃強化期間」

に効果的な広報活動及び集中的な手続指導を展開します。  

 

１ 実施期間 

  令和６年１１月１日（金）から令和６年１１月３０日（土）までの１か月間  

 

２ 実施事項 

（１）  各種団体、公的機関などに対する広報についての協力依頼  

事業主団体、府、市区町村、関係機関及び労働保険事務組合などに対して、ホー

ムページや広報誌への掲載並びに各施設内や掲示板への未手続事業一掃広報用ポ

スターの掲示やリーフレット設置の協力を依頼します。  

※大阪労働局ホームページにおいては、労働保険制度全般に関する詳しい説明や

手続案内及び広報用リーフレットを掲載しています。  

（２）  未手続事業主に対する加入手続指導の実施  

労働保険未手続事業主に対して、個別訪問、郵便及び電話による制度の説明、必

要書類の送付などにより加入手続指導を行います。  
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なお、自主的に加入手続きを取らない事業主に対しては、職権による成立手続及

び保険料の認定決定を行います。  

また、未加入中の間に業務災害や通勤災害が発生した場合には、遡って保険料及

び追徴金を徴収するとともに、事業主の故意又は重大な過失により発生した業務災

害については、労災保険給付を行った額の全部または一部を事業主から徴収するこ

とになる旨を周知します。  

 

【解説】  

○労働保険とは  

労働保険とは、労働者災害補償保険（一般に「労災保険」といいます。）と雇用保  

険を総称したものです。  

仕事や通勤による傷病や失業、育児、介護による休業等の際に、労働者とその家族

を守るセーフティーネットとして重要な役割を果たします。事業主は、常勤、パート、

アルバイトなどの名称や雇用形態にかかわらず、労働者を一人でも雇用すれば成立手

続きを行う義務があります。  

 

○労働保険未手続事業一掃対策とは  

労働保険制度においては、業種や事業規模に関わりなく、原則として労働者を一人

でも雇用する事業主は、すべて労働保険の成立手続きを行い、労働保険料を納付しな

ければなりません。  

しかしながら、未手続事業が存在している実情にあり、これら未手続事業の解消は、

労働保険制度の健全な運営、費用の公平負担及び労働者の福祉の向上等の観点から重

要となります。  

このため、大阪労働局では、あらゆる機会をとらえ、労働保険制度の周知に努める

など、効果的な広報活動を行うとともに、未手続事業に対して個別訪問等を実施し、

手続勧奨に当たっています。  

また、厚生労働省は、労働保険の未手続事業の解消に当たり、都道府県労働局、 労

働基準監督署、公共職業安定所との連携を強化するとともに、「労働保険未手続事業

一掃業務」を一般社団法人全国労働保険事務組合連合会に委託し、労働保険事務組合

との連携を深め、適用促進を強化して実施しており、大阪労働局においては一般社団

法人全国労働保険事務組合連合会大阪支部と連携して取り組んでいます。  

 

○一般社団法人全国労働保険事務組合連合会とは  

一般社団法人全国労働保険事務組合連合会は、厚生労働大臣の認可を受けた、事業

協同組合、商工会議所、商工会等労働保険事務組合７，６０７事務組合（令和５年度

末）で構成されています。  

労働保険制度における労働保険事務組合の重要性から、労働保険事務組合の資質の

向上、育成及び運営の指導・相談、労働保険適用事業場に対する労働保険制度の啓蒙・

普及等を行って、労働保険制度の健全な発展及び労働者の福祉の向上に寄与すること

を目的としています。  

 



   大阪労働局 労働保険適用・事務組合課 ℡ 06-4790-6340
労働保険の加入に
関するお問合せは





＜　全　国　＞   　　　　　                　　 

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

うち委託（割合％） 1,414,610(41.5%) 1,415,909(41.２%) 1,410,255（41.0%）

うち委託（割合％） 1,156,150(39.2%) 1,153,969(38.9%) 1,145,501(38.5%)

うち委託（割合％） 780,598(32.9%) 779,954(32.6%) 775､659(32.3%)

（「うち委託」は労働保険事務組合委託事業場数および割合）

＜　大　阪　＞   　　　　　                　　    　　　　　　　　　　　　　      

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

うち委託（割合％） 89,043(33.6%) 89,469(33.3%) 89,378(33.1%)

うち委託（割合％） 75,892(32.2%) 76,022(31.8%) 75,590(31.5%)

うち委託（割合％） 52,679(26.7%) 52,743(26.3%) 52,664(26.2%)

（「うち委託」は労働保険事務組合委託事業場数および割合）

239,800

197,480 200,352 201,193

2,374,712 2,393,494 2,400,728

265,046 268,674 269,694

　令和６年度　労働保険未手続事業一掃強化期間　記者発表　＜参考資料＞

　労働保険
　適用事業場数

　労災保険
　適用事業場数

　雇用保険
　適用事業場数

　労働保険
　適用事業場数

3,411,903 3,433,799 3,441,264

2,950,453 2,968,456 2,972,468

　※厚生労働省ＨＰに掲載の「労働保険適用状況」から作成

　○労働保険の適用状況

　労災保険
　適用事業場数

　雇用保険
　適用事業場数

236,001 239,207



＜　全　国　＞   　　　　　                　　 

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

2,635,235,977,960 3,161,329,705,958 4,099,907,329,083

うち委託 279,120,789,199 328,200,458,153 403,733,153,315

2,608,092,002,204 3,133,613,481,451 4,062,425,907,422

うち委託 277,952,862,578 326,952,050,203 401,850,571,262

99.0% 99.1% 99.1%

うち委託 99.6% 99.6% 99.5%

＜　大　阪　＞   　　　　　                　　 

令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末

223,158,555,273 263,859,959,666 343,610,255,283

うち委託 26,302,490,252 31,766,115,950 38,816,183,347

220,857,116,833 261,468,307,680 340,719,278,532

うち委託 26,166,020,215 31,597,820,218 38,618,281,516

99.0% 99.1% 99.2%

うち委託 99.5% 99.5% 99.5%

　収納額

　○労働保険料の徴収決定・収納状況

　徴収決定額

　収納率

　徴収決定額

　収納額

　収納率
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